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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＢＯＤ２００ｐｐｍ程度の汚水を処理対象の原水とする汚水処理装置であって、
　閉鎖型の反応槽と、
　前記反応槽に原水を供給する原水供給ラインと、
　マイクロレベル以下のオゾン気泡を前記反応槽に供給する第１のオゾン供給手段と、
　前記反応槽から流出した処理水を貯留する貯留槽と、
　前記原水供給ラインに接続され、前記貯留槽に貯留された処理水の少なくとも一部を前
記原水供給ラインを通じて前記反応槽に循環させる循環ラインと、
　前記反応槽よりも上流側において、前記原水供給ラインを流通する水にオゾン気泡を供
給する第２オゾン供給手段と、を備える汚水処理装置。
【請求項２】
　前記反応槽に供給される汚水は、有機系染料の汚水である請求項１に記載の汚水処理装
置。
【請求項３】
　前記反応槽に供給される汚水は、し尿を中心とした有機系の排水である請求項１に記載
の汚水処理装置。
【請求項４】
　前記反応槽の気相部におけるオゾン濃度を測定するオゾン濃度測定部と、
　前記オゾン濃度測定部により測定されるオゾン濃度に基づいて前記オゾン供給手段を制
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御する制御部と、を更に備える請求項１～３の何れかに記載の汚水処理装置。
【請求項５】
　前記反応槽は、
　下部にノズル機構と汚水流入部を有し、
　上部に気相部と処理水排出部を有する請求項１から４の何れかに記載の汚水処理装置。
【請求項６】
　前記オゾン供給手段は、オゾン濃度１５ｐｐｍ以上のオゾンを供給でき、
　前記ノズル機構は、直径１０μｍ以下のオゾン気泡を発生できる請求項５に記載の汚水
処理装置。
【請求項７】
　前記反応槽の上部の前記気相部に続く管路延長部にオゾン分解触媒部が配置される請求
項５又は６に記載の汚水処理装置。
【請求項８】
　前記オゾン分解触媒部の前に配置され、オゾン濃度を測定するオゾン濃度測定部を備え
、該オゾン濃度測定部が測定したオゾン濃度の値に応じて予め定めたオゾン供給量に制御
する請求項７に記載の汚水処理装置。
【請求項９】
　前記オゾン供給手段に酸素を供給する経路に配置される流量可変バルブを備え、前記流
量可変バルブの開度が調節されることによりオゾン供給量が制御される請求項１から８の
何れかに記載の汚水処理装置。
【請求項１０】
　前記第２オゾン供給手段は、原水を前記反応槽に送る吸引ポンプであり、オゾン気泡と
共に原水を前記反応槽に送り込む請求項１から９の何れかに記載の汚水処理装置。
【請求項１１】
　前記吸引ポンプは、微細気泡供給ターボ機構を有する請求項１０に記載の汚水処理装置
。
【請求項１２】
　前記原水供給ラインに１０μｍ以上の固形物を除去可能なフィルタを設けた請求項１か
ら１１の何れかに記載の汚水処理装置。
【請求項１３】
　前記反応槽の水質、原水の水質及び処理水の水質のうち、少なくとも１つの水質を測定
する水質検出部を備え、
　前記水質検出部の検出結果に基づき、オゾン濃度、オゾン流量及びポンプ送水量の少な
くとも１つが調節される請求項１から１２の何れかに記載の汚水処理装置。
【請求項１４】
　処理水を操作圧力１ＭＰａ以下の逆浸透ろ過膜にて処理する請求項１から１３の何れか
に記載の汚水処理装置。
【請求項１５】
　装置全体を一体型とし、トラック荷台に積み込み可能な形状及び重量に構成することで
可搬式にした請求項１から１４の何れかに記載の汚水処理装置。
【請求項１６】
　水洗便器を有する仮設トイレを備え、
　処理水を前記仮設トイレの便器洗浄に利用可能とする仮設トイレユニットとしての請求
項１から１５の何れかに記載の汚水処理装置。
【請求項１７】
　前記反応槽に送る原水を貯留する原水槽と、
　前記原水槽に送られる前の原水をろ過するソックスフィルタと、
を備える請求項１６に記載の汚水処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、オゾンを使用して汚水処理を行う汚水処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　河川災害や津波災害発生時等に、停電、断水等でトイレが使用出来なくなる場合や、イ
ベント会場等で既設のトイレだけでは処理能力が不十分な場合や、工事現場で一定期間工
事を行う場合に、汚水処理装置としての可搬式仮設トイレをトラック等で現地に持ち込み
、設置し、数日間から数週間、場合によっては数ヶ月間使用するのが一般的である。
【０００３】
　この種の技術を開示するものとして例えば特許文献１から３がある。特許文献１には、
水洗汚水を浄化してトイレ流し水として再使用する循環式水洗汚水浄化装置に関する技術
が記載されている。特許文献２には、公共の場所等、様々な場所に設置される殺菌・消臭
機能付き仮設トイレに関する技術が記載されている。特許文献３には、水洗トイレや手洗
い等からの使用済み汚水を浄化した後に水洗トイレや手洗い等に供給して再利用する技術
が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－１０２８７４号公報
【特許文献２】特開２０１１－２５１０２３号公報
【特許文献３】特開２０１１－２１８３１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　仮設トイレは、一般的に汲み取りトイレ方式であるため、仮設トイレを使用することで
溜まった汚物は、貯留タンクが満杯になるとバキュームカーで汲み取り容量を回復させる
のが一般的であり、連続使用できる日数が限定される問題があった。また、アンモニアや
汚物の臭気についても対策が必要であった。仮設トイレを水洗トイレ化することも可能で
あるが、汚物貯留タンクがすぐ満杯になるため、水洗化も実質的に難しいという問題もあ
った。
【０００６】
　この点、特許文献１に記載されるような水洗化を目的とした従来の仮設トイレユニット
は、反応槽に散気管等を用いた気泡バッキによる酸素の供給を行い、好気性微生物の生物
酸化作用を利用する方式であるため、生物酸化反応速度が遅く、タンク容量が大きくなる
欠点があった。また、生物の活性を保つための維持管理や、処理水安定化まで数週間の期
間が必要であった。特許文献１では、オゾン酸化による脱色を行っているが、バッキ槽の
処理水を濾過した後にオゾンによる脱色を行っているため、新たに脱色槽を設ける必要が
あった。
【０００７】
　特許文献２は、オゾン発生器で発生したオゾンをトイレボックス内へ放出することで殺
菌・消臭機能を有する仮設トイレについて記載されているが、気体のオゾンによる殺菌・
脱臭であり、汚水の付いた便器の表面の殺菌や消臭効果は弱いという欠点があった。特許
文献３では、オゾン水による浄化を提案しているが、室温でのオゾン水の溶解オゾン濃度
が１０ｐｐｍ以下となるため、処理能力に限界があった。また、反応槽上部が大気開放構
造であり、閉鎖構造でないので、未反応オゾンが大気中に放出される怖れがある。従って
、１０ｐｐｍ以上の高濃度オゾンを使えないことから、短時間に酸化分解処理することが
難しかった。また、従来は仮設トイレで発生する汚水処理に関し、安全性や処理性能に問
題があるため、生物処理装置を経由することなく、直接オゾンで処理する装置は実用化さ
れておらず、オゾン処理を使用する場合は、汚水処理機能及び可搬性を両立させるという
点で改善の余地があった。
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【０００８】
　本発明は、コンパクトに構成でき可搬性に優れたオゾン使用汚水処理装置を実現するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、閉鎖型の反応槽と、前記反応槽に原水を供給する原水供給ラインと、マイク
ロレベル以下のオゾン気泡を供給するオゾン供給手段と、前記反応槽から流出した処理水
を貯留する貯留槽と、前記貯留槽に貯留された処理水の少なくとも一部を前記反応槽に循
環させる循環ラインと、を備える汚水処理装置に関する。
【００１０】
　また、本発明は、閉鎖型の反応槽と、前記反応槽に原水を供給する原水供給ラインと、
マイクロレベル以下のオゾン気泡を供給するオゾン供給手段と、前記反応槽の気相部にお
けるオゾン濃度を測定するオゾン濃度測定部と、前記オゾン濃度測定部により測定される
オゾン濃度に基づいて前記オゾン供給手段を制御する制御部と、を備える汚水処理装置に
関する。
【００１１】
　処理水を溜める処理水槽を設けて、当該処理水の一部を前記反応槽に戻すことを可能と
することが好ましい。
【００１２】
　前記反応槽は、下部にノズル機構と汚水流入部を有し、上部に気相部と処理水排出部を
有することが好ましい。
【００１３】
　前記オゾン供給手段は、オゾン濃度１５ｐｐｍ以上のオゾンを供給でき、前記ノズル機
構は、直径１０μｍ以下のオゾン気泡を発生できることが好ましい。
【００１４】
　前記反応槽の上部の前記気相部に続く管路延長部にオゾン分解触媒部が配置されること
が好ましい。
【００１５】
　前記汚水処理装置は、前記オゾン分解触媒部の前に配置され、オゾン濃度を測定するオ
ゾン濃度測定部を備え、該オゾン濃度測定部が測定したオゾン濃度の値に応じて予め定め
たオゾン供給量に制御することが好ましい。
【００１６】
　前記汚水処理装置は、前記オゾン供給装置に酸素を供給する経路に配置される流量可変
バルブを備え、前記流量可変バルブの開度が調節されることによりオゾン供給量が制御さ
れることが好ましい。
【００１７】
　前記オゾン供給手段は、前記反応槽にオゾン気泡を供給する第１オゾン供給手段と、前
記反応槽よりも上流側において、前記原水供給ラインを流通する水にオゾン気泡を供給す
る第２オゾン供給手段と、を備えることが好ましい。
【００１８】
　前記第２オゾン供給手段は、原水を前記反応槽に送る吸引ポンプであり、オゾン気泡と
共に原水を前記反応槽に送り込むことが好ましい。
【００１９】
　前記吸引ポンプは、微細気泡供給ターボ機構を有することが好ましい。
【００２０】
　前記原水供給ラインに１０μｍ以上の固形物を除去可能なフィルタを設けることが好ま
しい。
【００２１】
　前記汚水処理装置は、前記反応槽の水質、原水の水質及び処理水の水質のうち、少なく
とも１つの水質を測定する水質検出部を備え、前記水質検出部の検出結果に基づき、オゾ
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ン濃度、オゾン流量及びポンプ送水量の少なくとも１つが調節されることが好ましい。
【００２２】
　処理水を操作圧力１ＭＰａ以下の逆浸透ろ過膜にて処理することが好ましい。
【００２３】
　前記汚水処理装置の装置全体を一体型とし、トラック荷台に積み込み可能な形状及び重
量に構成したことが好ましい。
【００２４】
　前記汚水処理装置は、水洗便器を有する仮設トイレを備え、処理水を前記仮設トイレの
便器洗浄に利用可能とする仮設トイレユニットとして構成されることが好ましい。
【００２５】
　前記汚水処理装置は、前記反応槽に送る原水を貯留する原水槽と、前記原水槽に送られ
る前の原水をろ過するソックスフィルタと、を備えることが好ましい。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明によれば、コンパクトに構成でき可搬性に優れたオゾン使用汚水処理装置を実現
できる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の一実施形態に係る仮設トイレユニットのフロー図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る制御部の電気的な構成を模式的に示すブロック図であ
る。
【図３】本発明の一実施形態である仮設トイレユニットに用いられる反応槽の構造図であ
る。
【図４】本発明の一実施形態である仮設トイレユニットの構造図である。
【図５】本発明の一実施形態である仮設トイレユニットに用いられるノズル機構の構造図
である。
【図６】第２実施形態の仮設トイレユニットのフロー図である。
【図７】第３実施形態の仮設トイレユニットのフロー図である。
【図８】第４実施形態の汚水処理装置のフロー図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本発明の汚水処理装置の好ましい実施形態の一例として仮設トイレユニットにつ
いて説明する。図１は、本発明の一実施形態（第１実施形態）に係る仮設トイレユニット
のフロー図である。なお、以下に説明する本発明に係る仮設トイレユニット（汚水処理装
置）に関する実施形態は、本発明を限定するものではない。
【００２９】
＜第１実施形態の仮設トイレユニットの全体構成＞
　まず、第１実施形態の仮設トイレユニット１００について説明する。図１に示すように
、第１実施形態の仮設トイレユニット１００は、仮設トイレ１２と、原水槽１６と、オゾ
ン供給装置２と、反応槽７と、処理水槽１０と、制御部９０と、を主要な構成として備え
る。以下、仮設トイレユニット１００を構成する各構成、構造、機能について説明する。
【００３０】
＜仮設トイレ＞
　まず、処理対象の汚水源となる仮設トイレ１２について説明する。本実施形態の仮設ト
イレ１２は、水洗便器１３と、水タンク１４と、トイレポンプ１５と、を備える。水洗便
器１３には水タンク１４に貯留される便器洗浄水が供給される。水タンク１４には、後述
する汚水処理された処理水及び放流水を処理した処理水が供給可能に構成される。トイレ
ポンプ１５は、仮設トイレ１２から排出された汚水を原水槽１６に送る。
【００３１】
　なお、手洗いや洗浄便座に用いる水には、加圧給水ポンプ機能を有し、水道水が供給さ
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れる水道水タンク（図示省略）から供給される水が使用される。また、トイレポンプ１５
としては、異物を粉砕する機能を有する排水圧送ポンプを用いることができる。
【００３２】
＜原水槽＞
　原水槽１６は、トイレポンプ１５から汚水管１５１を通じて送られる汚水及び雑排汚水
管１５２を通じて送られる雑排汚水が混合液として貯留される。原水槽１６は、原水供給
ライン１８１を介して反応槽７に接続されており、一旦原水槽１６に貯留された汚水が原
水供給ライン１８１を通じて反応槽７に送られる。
【００３３】
＜汚水管濾過部としてのフィルタ＞
　トイレポンプ１５から原水槽１６の間を接続する汚水管１５１には異物を除去する手段
としてソックスフィルタ１５５が設けられ、汚水はソックスフィルタ１５５によって濾過
されて原水槽１６に移送される。本実施形態では、ソックスフィルタ１５５として、濾過
精度１１０μｍ、ＢＯＤ６００ｍｇ／Ｌ未満の状態で処理対象の汚水を下流側に送るもの
が用いられる。なお、原水をろ過する手段としては、ソックスフィルタ１５５に限定され
るわけではなく、１００ミクロン程度の通常のフィルタ等、事情に応じて変更することが
できる。
【００３４】
　原水供給ライン１８１には、自給機能を有する吸引ポンプとしての原水ポンプ１８が配
置されており、この原水ポンプ１８によって反応槽下部７１に設けた汚水流入部７４に汚
水を圧送する。本実施形態の反応槽７には、１～２０Ｌ／分の汚水を供給可能な自給式ポ
ンプが原水ポンプ１８として用いられる。
【００３５】
　原水ポンプ１８としては、一般的な地上設置型自給タイプを設置するか、又は水中ポン
プを原水槽１６内に設置することで、原水を原水槽１６から反応槽７に供給する。なお、
後述する第２実施形態で説明するように、原水ポンプ１８の構成は事情に応じて適宜変更
できる。
【００３６】
＜原水ライン濾過部としてのフィルタ＞
　フィルタ１７は、原水供給ライン１８１に配置される原水ライン濾過部である。フィル
タ１７は、１０ミクロン以下のものが使用される。本実施形態のフィルタ１７は、トイレ
ットペーパーに起因するセルロースを除去可能に構成されている。後述するノズル機構３
に設けたノズルに異物が詰まらないように、圧損の比較的小さな１０ミクロン以上の物質
をろ過できるものが望ましい。仮設トイレ１２内に設けた水洗便器１３で発生する汚水は
、原水槽１６を経てフィルタ１７でろ過後、反応槽下部７１の汚水流入部７４から反応槽
７に流入する。
【００３７】
＜原水センサ＞
　原水センサ３１は、反応槽７の入り口で濁度等の汚水（原水）の水質を測定する原水水
質測定部である。原水センサ３１はＰＨメータ、導電率計、ＴＯＣメータ、ＤＯメータ等
で水質を推定できるものであればよい。なお、原水センサを設置する場所は反応槽７等、
配管経路中であれば適宜変更することができる。
【００３８】
＜水量計＞
　本実施形態では、原水供給ライン１８１における原水の供給量を検出する原水センサ３
１と汚水流入部７４の間に水量計２９が配置される。水量計２９は、反応槽７に供給する
水量を計測するものである。水量計２９によって計測された水量情報は後述する制御部９
０に送られる。なお、水量計２９の配置場所は、この場所に限定されるわけではない。例
えば、原水供給ライン１８１の原水センサ３１の上流側に水量計２９を配置することもで
きる。
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【００３９】
＜オゾン供給装置＞
　オゾン供給装置２は、オゾン供給管２１０を通じて反応槽７にオゾンを供給するオゾン
供給手段である。本実施形態のオゾン供給装置２は、酸素をオゾン発生装置５に送る酸素
発生装置４と、酸素からオゾンを生成するオゾン発生装置５と、酸素発生装置４とオゾン
発生装置５の間に設けられる流量可変バルブ６と、を含むように構成される。
【００４０】
　酸素発生装置４は、オゾンを生成するための酸素をオゾン発生装置５に供給する酸素供
給手段である。オゾン発生装置５は、酸素発生装置４によって供給される酸素から空中放
電等の手段によりオゾンを生成する。本実施形態では、エアーテクニカ製、無声放電型オ
ゾン発生器（定格ＡＣ１００Ｖ，６．９Ａ）をオゾン発生装置として使用している。無声
放電型オゾン発生器によるオゾン発生量が供給酸素１１Ｌ／分のときに、４０ｇ／時間で
あったものを使用している。なお、オゾンを生成する方法は事情に応じて適宜変更するこ
とができる。なお、酸素発生装置４の代わりに、簡易的には酸素ボンベを使用する事もで
きる。
【００４１】
　また、本実施形態のオゾン供給装置２は、オゾンの外部への漏出を検出するためのオゾ
ン濃度センサ（図示省略）を更に備える。オゾン濃度センサは、オゾン供給装置２の下部
に配置されており、空気よりも比重が重いオゾンを精度良く検出できるようになっている
。本実施形態では、オゾン供給装置２に配置されるオゾン濃度センサとしては、ｐｐｂオ
ーダーのオゾンを検出できるものが用いられる。
【００４２】
＜流量可変バルブ＞
　流量可変バルブ６は、酸素発生装置４からオゾン発生装置５に送られる酸素の供給量を
調整可能に構成される。酸素発生装置４とオゾン発生装置５の間に設けた流量可変バルブ
６の開度を絞り、酸素の供給量を減らすと、オゾン発生量は減少し、オゾン供給装置２か
ら反応槽７へのオゾン供給量が減少する。逆に、流量可変バルブ６の開度を広げると、酸
素の供給量は増加し、オゾン供給装置２か ら反応槽７へのオゾン供給量が増加する。
【００４３】
　本実施形態のオゾン供給装置２は、オゾン濃度１５ｍｇ／Ｌ（１５ｐｐｍ）以上のオゾ
ンを反応槽７に供給可能に構成される。オゾン供給装置２から供給されるオゾンは、反応
槽７の下部に組み込まれるノズル機構３を通じて反応槽７の内部に送り込まれる。
【００４４】
＜投入オゾン濃度測定センサ＞
　本実施形態では、オゾン供給装置２と反応槽７の間に投入オゾン濃度測定センサ２１が
設けられる。投入オゾン濃度測定センサ２１は、反応槽７に供給されるオゾンのオゾン濃
度を測定するオゾンセンサである。この投入オゾン濃度測定センサ２１によって後述する
残留オゾン濃度測定センサ２２との濃度差に応じたオゾンの最適制御が可能になり、安全
で効率のよい仮設トイレの提供が可能になる。
【００４５】
＜反応槽＞
　反応槽７は、その内部で汚水処理を行う閉鎖型反応槽である。以下の説明において「反
応槽」とは特に断わらない限り「閉鎖型反応槽」を示すものとする。また、「反応槽下部
（閉鎖型反応槽下部）」とは、中央部から最下部までの部位を示し、「反応槽上部（閉鎖
型反応槽上部）」とは中央部から最上端部までの部位を示すものとする。また、「閉鎖型
」とは、気層部分の大部分が直接大気に開放されていないことをいい、この「閉鎖型」に
は、例えば、反応層に、封水部を介して外部と連通する部分が形成されたものや、フィル
タ等を介して少量の気体を放出可能な排気構造が設けられたものが含まれる。図１に示す
ように、本実施形態の反応槽７は、ノズル機構３と、残留オゾン濃度測定センサ２２と、
オゾン分解触媒部７５と、排出オゾン濃度測定センサ７６と、を含むように構成される。
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より具体的には、反応槽下部７１に、汚水処理の対象となる汚水（原水）が流入する汚水
流入部７４及び後述するオゾン供給装置２から供給されるオゾンが流入するノズル機構３
が組み込まれる。また、反応槽上部７２に、残留オゾン濃度測定センサ２２と、オゾン分
解触媒部７５と、排出オゾン濃度測定センサ７６と、処理水排出部７７と、が設置される
。
【００４６】
＜ノズル機構＞
　ノズル機構３は、オゾン供給装置２からオゾンの供給を受けて１０ミクロン以下の微細
気泡として反応槽７内に吐出可能に構成される。ノズル機構３は圧損が比較的小さく、汚
水処理対象の原水の汚濁度に合った１ミクロンから１０ミクロン以下の気泡径を発生でき
るものが望ましいが、原水濃度によって最適なものを選定することができる。なお、ノズ
ル機構の構成の一例について後述する。
【００４７】
　汚水処理の対象である汚水が原水供給ライン１８１からノズル機構３を通じて供給され
ると、オゾン微細気泡８に接触して酸化され浄化されながら上向流として上昇し、反応槽
上部７２に形成される処理水排出部７７より処理水槽１０に送られる。反応槽７の内部で
は、汚水（原水）は、ノズル機構３から気泡として噴出したオゾンによりその炭水化物、
脂質等のＢＯＤ成分、ＣＯＤ成分が酸化作用を受け、加水分解等により低分子化学物質に
変化することでＢＯＤ成分、ＣＯＤ成分が低下する。そして処理水として、反応槽７上部
に設けた処理水排出部７７から処理水配管９により処理水槽１０へ送られ、処理水槽１０
に貯留される。
【００４８】
　なお、反応槽７は、汚水の滞留時間が仮設トイレ１２からの流入水量に応じて所定の時
間ごとに調整される。本実施形態では、０．３時間～３時間を目安に流入水量等の各種条
件に合わせて運転される。
【００４９】
＜オゾン分解触媒部＞
　オゾン分解触媒部７５は、オゾンを分解してオゾン濃度を低下させるものである。オゾ
ン分解触媒部７５は、反応槽上部７２に形成される気相部７３に続くように接続される管
路延長部１１０に配置される。上述のように、オゾン供給装置２によって反応槽７の内部
に供給されたオゾンは酸化分解に使用されて消費されるものの、その全てが消費されるわ
けではなく、オゾン濃度は下がっていても気相部７３に残留オゾン１が発生することがあ
る。残留オゾン１の濃度によってはそのまま大気に放出できない場合もある。オゾン分解
触媒部７５は、残留オゾン濃度を大気にそのまま開放できる安全なレベル（１ｐｐｍ）に
下げることができるように構成される。本実施形態のオゾン分解触媒部７５に用いられる
オゾン分解触媒はゼオライトを主成分とするものであれる。オゾン分解触媒部７５は、望
ましい条件として線流速０．６ｍ／秒以下、触媒接触時間は約１秒以上が設定される。ま
た、残留オゾンには、水分が多量に含まれているため、触媒を保温のためヒートジャケッ
ト（１８０Ｗヒータ内臓）で被覆し、５０℃以下にならないように調節される。
【００５０】
＜残留オゾン濃度測定センサ＞
　残留オゾン濃度測定センサ２２は、機器の運転の制御のためにオゾン濃度を測定するオ
ゾン濃度測定部である。本実施形態の残留オゾン濃度測定センサ２２は、気相部７３に接
続される管路延長部１１０におけるオゾン分解触媒部７５の上流側に配置されており、オ
ゾン分解触媒部７５で酸化分解される前のオゾン濃度を測定する。残留オゾン濃度測定セ
ンサ２２はｐｐｍオーダー、例えば０～１００ｐｐｍのオゾンを測定可能なものが用いら
れる。この残留オゾン濃度測定センサ２２の例としては、光学式の紫外線の吸収スペクト
ルを計測する方式のエアーテクニカ株式会社製のオゾンガス濃度モニター２００ｇ／Ｎｍ
３がある。
【００５１】
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＜排出オゾン濃度測定センサ＞
　排出オゾン濃度測定センサ７６は、排出オゾン濃度が環境基準や安全基準に比べて十分
な安全性が確保されているかを計測するためにオゾン濃度を測定するオゾン濃度測定部で
ある。本実施形態の排出オゾン濃度測定センサ７６は、気相部７３に接続される管路延長
部１１０におけるオゾン分解触媒部７５の下流側に配置されており、オゾン分解触媒部７
５で酸化分解された後のオゾン濃度を確認する。即ち、排出オゾン濃度測定センサ７６は
、大気に開放される前のオゾン濃度を検出する。排出オゾン濃度測定センサ７６は、少な
くとも０ｐｐｍ～５０ｐｐｍの範囲、より好ましくは、ｐｐｂオーダー、例えば０～２５
０ｐｐｂの低濃度のオゾンを計測可能なオゾンセンサが用いられる。この排出オゾン濃度
測定センサ７６の例としては、計測器に限られるわけではなく、エフアイエス株式会社製
のＡ０５１０２０－ＳＰ６１のような半導体式のものを用いることもできる。排出オゾン
濃度測定センサ７６によって大気に排出される排ガス１９のオゾン濃度が監視される。排
ガス１９のオゾン濃度レベルが一定の値を超えると、報知部としてのアラーム（図示省略
）が作動するとともに、装置全体を停止させる制御を行うこともできる。これにより、安
全性を更に向上させるフェールセーフが実現される。
【００５２】
＜処理水排出部＞
　処理水排出部７７は、処理水槽１０へ反応槽７で処理した処理水を排出する。本実施形
態の処理水排出部７７は、反応槽７の内部に連通している。具体的には、反応槽７の内部
は、Ｕ字形状の封水構造部を有する処理水配管９を介して大気に連通している。処理水配
管９は、処理水槽１０に処理水を注ぐ配管であり、先端が大気開放されている。
【００５３】
　また、本実施形態の気相部７３には、反応槽７と大気の連通機能を有する連通口７９が
設けられている。連通口７９の大きさは、直径数ミリあれば、十分に機能する。オゾンガ
スが大気中に漏れるのを防止するため、逆止弁を反応槽と大気間に設けることや、Ｕ字管
配管に水を溜めておいて、残留オゾンが大気に漏れないよう工夫するエアートラップ（封
水）構造とすることも有力な手段である。なお、水位を速やかに安定させる観点では、連
通口７９を形成することが好ましいが連通口７９を省略して処理水配管９によって大気に
連通する気相部７３を形成することもできる。
【００５４】
＜消泡剤投入口＞
　また、反応槽７には消泡剤投入口２０が配置される。気相部７３には、オゾン気泡のバ
ッキにより、界面活性剤等の影響で微細な泡の発生することが頻繁にある。泡が発生する
と、泡が管路を上昇し、排出オゾン濃度測定センサ７６とオゾン分解触媒部７５が濡れ、
劣化や誤作動による不具合が発生する可能性 があるため、消泡剤の投入が可能な手段を
設けることが望ましい。通常は、系外からの液注入可能なパイプ穴を設けておき、外部か
ら必要に応じて消泡剤を消泡剤投入口２０から気相部７３に注入することが効果的である
。
【００５５】
＜処理水センサ＞
　本実施形態の処理水配管９には処理水の水質を測定する処理水水質測定部としての処理
水センサ３２が配置される。処理水センサ３２は、ＰＨメータ、導電率計、ＴＯＣメータ
、ＤＯメータ等で水質を推定できるものであればよい。なお、処理水センサを設置する場
所は反応槽７の処理水排出部７７等適宜変更することができる。
【００５６】
　処理水配管９の圧力損失が発生するため、気相部７３の液面は変化する。このＨ.Ｗ.Ｌ
（最大水位）とＬ.Ｗ.Ｌ（最小水位）の変化幅を１００ｍｍ程度になるよう設計すること
が望ましく、Ｌ.Ｗ.Ｌ（最小水位）は処理水排出部７７の処理水配管９の内径の最下端の
高さになる。
【００５７】
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　Ｈ.Ｗ.Ｌ（最大水位）を超えて水位が上昇すると、気相部７３に続く管路延長部１１０
に水が入り込み、オゾン分解触媒部７５と排出オゾン濃度測定センサ７６が濡れる不具合
が発生する可能性がある。従って、Ｈ.Ｗ.Ｌ（最大水位）を超えて水位が上昇すると、ポ
ンプを停止して、原水の供給を止めることも有効な手段である。この場合、液面センサを
気相部７３の近傍に設けて検知することにする。
【００５８】
＜処理水槽＞
　処理水槽１０は、反応槽下部７１に設けた汚水流入部７４に圧送された汚水が反応槽７
で処理された処理水を貯留する。処理水槽１０に貯留された処理水は、処理水ポンプ１０
１によって処理水槽１０に接続される便器洗浄水管１１を通じて便器洗浄水として水タン
ク１４に供給される。水洗便器１３の便器洗浄水として処理水を再利用することにより、
水循環型の仮設トイレとして機能することが可能になる。
【００５９】
　本実施形態では、便器洗浄水管１１に洗浄水ろ過部１０５が設けられる。洗浄水ろ過部
１０５は、２台のＲＯ膜淡水浄水器を交互運転する方式が採用される。水タンク１４には
、洗浄水ろ過部１０５で処理されたものが便器洗浄水として送られる。
【００６０】
＜放流ポンプ＞
　本実施形態の処理水槽１０は、放流水管２６を通じて系外に処理水の一部を排出する放
流ポンプ２４を備える。仮設トイレ１２の使用頻度が増してくると原水槽１６へ手洗い水
等の循環水によらない雑排汚水の流入量が増加するため、循環系外に水を排出する水排出
フローが可能になっている。水排出フローでは、放流ポンプ２４を利用して放流水として
系外に処理水の一部を排出可能になっている。本実施形態では、放流水管２６を通じて放
流水を排出する経路には逆浸透ろ過膜２３及び切替弁２５が配置されている。
【００６１】
＜逆浸透ろ過膜＞
　逆浸透ろ過膜２３は、処理水槽１０から放流ポンプ２４により放流水管２６を通じて系
外に排出される処理水を処理する。本実施形態では、操作圧力１ＭＰａ以下の低圧逆浸透
ろ過膜が用いられる。これによってナノオーダーの微粒子が除去され、透明な放流水とし
て放流されるので、各種環境基準を満たし、法的にも安心安全な仮設トイレとすることが
可能である。操作圧力１ＭＰａ以下の低圧逆浸透ろ過膜を使用することにより、海水ほど
の浸透圧は無いので、逆浸透ろ過膜２３の操作圧力を１ＭＰａ以下に抑えても有効圧が十
分取れるので、ポンプ圧を低く抑え、必要最小限の操作圧で運転することで、イニシャル
コストを抑えることができる。
【００６２】
＜切替弁＞
　切替弁２５は、放流水として放流水管２６を通じて放流するか仮設トイレ１２の便器洗
浄用として再循環するかを選択できる。切替弁２５によって放流水の一部を便器洗浄用と
して再循環することで、水の効率的な循環が望まれる場合にも対応でき、利便性を更に向
上させることができる。
【００６３】
＜循環処理運転＞
　本実施形態の仮設トイレユニット１００には、循環処理運転法が組み込まれる。仮設ト
イレ１２では、時間帯によって使用頻度が異なる傾向がある。例えば、仮設トイレ１２は
、一般的に、夜間は昼間に比べ使用頻度が低く、流入する汚水も少なくなる。そこで、本
実施形態では、処理水槽１０に貯留した処理水を夜間等の使用頻度が低い時間帯に、反応
槽に再循環させて更に浄化する方法を採用している。これにより、設備の有効活用が可能
である。具体的には、上述の処理水槽１０に設けた循環ポンプ３３によって反応槽７に再
循環させることにより実現可能である。
【００６４】
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　循環処理運転は、目視によって人手によって運転を切り替えるようにしてもよいし、制
御部９０によって所定の条件で制御するようにしてもよい。
【００６５】
＜制御部＞
　制御部９０は、仮設トイレユニット１００の各種の制御を行うコンピュータである。図
２は、本発明の一実施形態に係る制御部９０の電気的な構成を模式的に示すブロック図で
ある。図２に示すように、制御部９０は、入力部、出力部及び予め記憶部（図示省略）に
記憶されるプログラム等からなり、仮設トイレユニット１００の各構成に電気的に接続さ
れており、各構成の制御を行う。なお、制御部９０は、後述する構造の一例に示すような
制御盤２７に収容される（図４参照）。本実施形態の制御部９０は、循環処理運転制御、
水質制御及びオゾン供給量制御等の各種の制御を実行可能に構成される。
【００６６】
＜循環処理運転制御＞
　まず、所定の条件として水質を基準にして水質循環処理運転制御を行う場合について説
明する。制御部９０は、処理水センサ３２の検出値を取得し、この処理水の水質の数値が
所定以下の場合に循環処理運転を行う水質循環処理運転制御を実行する。循環処理運転制
御では、処理水ポンプ１０１等の駆動を停止する一方、循環ポンプ３３を駆動して反応槽
７を循環させる。
【００６７】
　次に、制御部９０が時間帯に応じて時間循環処理運転制御を行う場合について説明する
。制御部９０は、時間情報を出力するタイマを有し、該タイマから時間情報を取得し、時
間情報に基づいて循環ポンプ３３の駆動を制御する時間運転制御を実行する。例えば、制
御部９０は、使用頻度が低い夜間に循環処理運転が行われるように、循環ポンプ３３の駆
動及び処理水ポンプ１０１の停止等の制御を行う。
【００６８】
　以上、循環処理運転制御の一例を示したが、水質循環処理運転制御及び時間循環制御を
組み合わせて循環させる構成としてもよい。例えば、夜間の循環処理を行っているときに
処理水センサ３２の検出値に基づいて処理水の水質が基準に達した場合に循環処理を停止
するような制御としてもよい。
【００６９】
＜水質制御＞
　次に、制御部９０による水質測定に基づいてオゾン濃度及びオゾン流量、ポンプ送水量
を制御する水質最適制御について説明する。水質制御では、反応槽７の入り口に設けられ
る濁度計等の原水の水質を測定する原水センサ３１によって、原水の水質を測定すると共
に、処理水配管９に処理水の水質を測定する処理水センサ３２によって処理水の水質を測
定する。
【００７０】
　制御部９０は、原水センサ３１の検出値及び処理水センサ３２の検出値に基づいて水質
の数値を取得し、この水質の数値に応じてオゾン濃度及びオゾン流量、ポンプ送水量を制
御する。例えば、処理水センサ３２の水質が悪い傾向を示した場合はオゾン供給装置２を
制御してオゾンの供給量を増やし、水質が十分に基準を達している場合はオゾン供給量を
減らすような制御を行う。
【００７１】
＜オゾン供給量制御＞
　次に、制御部９０による残留オゾン及びオゾン供給量の最適制御について説明する。制
御部９０は、残留オゾン濃度測定センサ２２の検出値を取得し、オゾン供給装置２からの
オゾン供給量を予め定めた値に基づいて制御する。汚水中の有機物濃度（汚染度）が高い
場合には、高濃度のオゾンを供給しても、供給されたオゾンの大部分が液相中において汚
水の浄化反応（酸化反応）により消費される。一方、汚水の有機物濃度（汚染度）が低い
場合には、高濃度のオゾンを供給すると、反応しきれなかったオゾンが反応槽７の気相部
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７３に到達し、反応槽７から外部に排出されてしまう。反応槽７を含めた仮設トイレユニ
ット１００のコンパクト化を実現する観点からは、気相部７３のオゾン濃度が所定値を超
えない範囲で高濃度のオゾンを反応槽７に供給できる構成を実現する必要がある。そこで
、制御部９０は、残留オゾン濃度測定センサ２２の検出値に基づいてオゾン濃度が所定値
を超えない範囲で高濃度のオゾンを反応槽７に供給する制御を行う。
【００７２】
　また、反応槽７で残留オゾン１の濃度が上昇すると、オゾン分解触媒部７５への負荷が
上がり、場合によっては十分な処理ができないおそれがある。また、オゾンが過剰に投入
されることから、装置全体の運転効率が下がることになる。そこで、オゾン分解触媒部７
５の前に設ける残留オゾン濃度測定センサ２２の値に応じてオゾン供給装置２からのオゾ
ン供給量を予め定めた値に制御することにより、オゾン分解触媒部７５の過剰な負荷及び
オゾンの過剰供給を防止することができ、安全で省エネを達成する運転が可能となる。
【００７３】
　オゾン供給装置２で供給するオゾンの供給量調整は、酸素発生装置４又はオゾン発生装
置５又はその両方を制御することで行うことができる。例えば、残留オゾン濃度測定セン
サ２２の値に応じて酸素発生装置４の酸素発生量を、制御することにより同様の効果を上
げることが可能である。また、残留オゾン濃度測定センサ２２の値に応じてオゾン発生装
置５のオゾン発生量を制御することにより同様の効果を上げることが可能である。
【００７４】
＜バッチ運転制御＞
　また、制御部９０は、バッチ運転制御も可能になっている。例えば、反応槽７に所定量
の原水を送り込んだ状態で原水ポンプ１８の駆動を停止し、オゾン供給装置２によるオゾ
ンの供給を開始する。オゾン供給装置２によるオゾンの供給は、汚水処理が完了するまで
継続される。また、本実施形態では、上述の＜オゾン供給量制御＞を行いつつバッチ処理
を行うことによって、バッチ処理を行う場合でも、オゾン量が過剰に供給される事態が防
止されている。バッチ処理の完了タイミングは、時間、水質、残留オゾン濃度又はこれら
の組み合せ等に基づいて判定する。例えば、時間、水質の基準値、残留オゾン濃度が所定
以上の数値になると、バッチ処理が完了したと判定することができる。
【００７５】
＜水量制御＞
　また、制御部９０は、水量計２９が検出した水量情報に基づいて原水ポンプ１８等を制
御して反応槽７に供給する投入汚水量を増減させることができる。例えば、上記＜オゾン
供給量制御＞と組み合わせて投入オゾンと原水の供給量（汚濁物質量）のバランスをとっ
て十分に処理できていないときは水量を減らしたり、処理できる余裕がある場合は水量を
増やしたりすることができる。これによって、反応速度が速い場合でも実際の状況に応じ
て精密な制御が可能となり、より高効率に運転を行うことができる。
【００７６】
＜各制御の組み合せ＞
　上述した循環処理運転制御、水質制御、オゾン供給制御、バッチ運転制御及び水量制御
は、組み合せて行うことができる。例えば、バッチ処理を行った後に水質が環境基準に適
合しない場合には循環処理運転を行って再度汚水処理を行うような構成とすることもでき
る。また、循環処理運転制御を行いながら、原水センサ３１、処理水センサ３２及び残留
オゾン濃度測定センサ２２の検出値を監視し、これらの検出値に基づいてオゾン供給量を
設定することもできる。また、循環処理運転については、人手によって切り替える構成と
した上で、水質制御又はオゾン供給制御又はその両方を組み合せた制御を行う構成として
もよい。また、循環処理運転制御、水質制御オゾン供給制御、バッチ運転制御及び水量制
御の何れか１つのみの制御を行う構成としてもよい。このように、上述した制御は組み合
せて使用することができる。
【００７７】
　以上説明した第１実施形態によれば、以下のような効果を奏する。
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　本実施形態の汚水処理装置としての仮設トイレユニット１００を、オゾンによって汚水
を浄化する反応槽７と、この反応槽７から流出した処理水を貯留する処理水槽１０と、こ
の処理水槽１０に貯留された処理水の一部を反応槽に循環させる循環ライン１０２と、を
含んで構成した。これにより、反応槽７で浄化された処理水の一部を再び反応槽７に循環
させて処理水を更に浄化できる。よって、比較的容量の小さい反応槽７を用いた場合であ
っても、汚水を好適に浄化できるので、可搬性に優れたコンパクトな仮設トイレユニット
１００（汚水処理装置）を実現できる。
【００７８】
　汚水中の有機物濃度（汚染度）が高い場合には、高濃度のオゾンを供給しても、供給さ
れたオゾンの大部分が液相中において汚水の浄化反応（酸化反応）により消費される。一
方、汚水の有機物濃度（汚染度）が低い場合には、高濃度のオゾンを供給すると、反応し
きれなかったオゾンが反応槽の気相に到達し、反応槽７から外部に排出されてしまう。そ
こで、仮設トイレユニット１００（汚水処理装置）を、反応槽７の気相部におけるオゾン
濃度を測定する残留オゾン濃度測定センサ２２（オゾン濃度測定部）と、この残留オゾン
濃度測定センサ２２により測定されるオゾン濃度に基づいてオゾン供給装置２を制御する
制御部９０と、を含んで構成した。これにより、反応槽７の気相部のオゾン濃度を監視し
、気相部７３のオゾン濃度が所定値を超えない範囲で高濃度のオゾンを反応槽７に供給で
きるので、反応槽７における浄化能力を高めつつ、外部への所定値を超えるオゾンの排出
を防げる。よって、汚水処理装置を、高性能かつ安全性高く構成できるので、可搬性に優
れたコンパクトな汚水処理装置を実現できる。
　本実施形態では、オゾン分解触媒部７５の前に配置される残留オゾン濃度測定センサ２
２の検出値を用いるので、処理後の気相部の状態を応答性良くオゾンの供給量に反映する
ことができ、現実の状況に即した高精度な運転制御を実現できる。
　なお、気相部のオゾン濃度を検出する手段として、残留オゾン濃度測定センサ２２の代
わりに排出オゾン濃度測定センサ７６の検出値に基づいて同様の制御を行う構成としても
よい。排出オゾン濃度測定センサ７６の検出値を利用することで、排出されるガスのオゾ
ン濃度をより厳密に検出することができる。本構成も、安全性をより一層向上させるとい
う観点で有効である。
【００７９】
　一般的には、日本下水道事業団の平成２１年発行「オゾン処理技術の技術評価に関する
報告書」に報告されているように、活性汚泥法に代表される生物処理後の処理水について
オゾンを適用することが知られているが、本実施形態によれば、生物処理を受けていない
原水に直接オゾンを適用する技術について、安全でかつ良好な処理が可能な処理装置を実
現できるのである。更に、本実施形態の構成によって実現させる「処理性能について」は
、条件にもよるが、オゾン気泡径１０ミクロン以下、オゾン濃度５０ｐｐｍ、オゾン流量
１０Ｌ／分のオゾンを供給することにより、原水ＢＯＤ２００ｐｐｍを処理水ＢＯＤ２０
ｐｐｍに除去率９０％で運転することが可能である。原水の反応槽滞留時間は０．５時間
から８時間であったが、時間を掛ければ除去率９０％を達成できることができる。
【００８０】
　また、本実施形態の反応槽７は、下部にノズル機構３と汚水流入部７４を有し、上部に
気相部７３と処理水排出部７７と、を有する。これによって、特別な処理を施すことなく
オゾン気泡が反応槽７の下部から上方に進ませて汚水処理を効率的にすることができる。
また、処理水排出部７７を上部に配置することによって、オーバーフローによって処理水
を反応槽７の外側に自然に排出することができ、処理水を排出する構造をシンプルに実現
することができる。
【００８１】
　また、本実施形態のオゾン供給装置２は、オゾン濃度１５ｐｐｍ以上のオゾンを供給で
き、ノズル機構３は、直径１０μｍ以下のオゾン気泡を発生できる。一般的には、日本下
水道事業団の平成２１年発行「オゾン処理技術の技術評価に関する報告書」に記述がある
ように、活性汚泥法に代表される生物処理後の処理水について、オゾン濃度は５～１５ｐ
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ｐｍ程度のオゾンを適用することが知られている。本実施形態においては、オゾンは原水
に直接作用させることから、オゾン供給装置２から、反応槽７の下部に設けたノズル機構
３経由で、反応槽７にオゾン濃度１５ｐｐｍ以上 の高濃度で供給することで、短時間で
汚水処理することが可能となる。
【００８２】
　また、反応槽上部７２の気相部７３に続く管路延長部１１０にオゾン分解触媒部７５が
配置されるので、残留オゾンがそのまま外部に排出される事態を防止できる。
【００８３】
　また、仮設トイレユニット１００は、オゾン分解触媒部７５の前に配置され、オゾン濃
度を測定する残留オゾン濃度測定センサ（オゾン濃度測定部）２２を備え、該残留オゾン
濃度測定センサ２２が測定したオゾン濃度の値に応じて予め定めたオゾン供給量に制御す
る。これによって、オゾン分解触媒部７５に送り込む量又はオゾン分解触媒部７５で処理
された後の残留オゾン濃度に基づいてオゾン供給量が調節されるので、反応槽７の外部に
排出される排ガスのオゾン濃度を実際の状況に応じて精密にコントロールすることができ
る。
【００８４】
　また、仮設トイレユニット１００は、オゾン供給装置２に酸素を供給する経路に配置さ
れる流量可変バルブ６を備え、流量可変バルブ６の開度が調節されることによりオゾン供
給量が制御される。流量可変バルブ６の開度を調節するというシンプルな処理でオゾン供
給量を精密にコントロールできる構成を実現できる。
【００８５】
　また、原水供給ラインに１０μｍ以上の固形物を除去可能なフィルタ１７を設けるよう
に構成される。これによって、原水から１０μｍ以上の固形物が除去されるので、原水が
流入する部分やオゾンを発生させる部分等に詰まりが生じる事態を効果的に防止すること
ができる。
【００８６】
　仮設トイレユニット１００は、原水の水質を測定する原水水水質検出部としての原水セ
ンサ３１及び処理水の水質を測定する処理水水質検出部としての処理水センサ３２を備え
、原水センサ３１及び処理水センサ３２の水質の数値に応じて、オゾン濃度、オゾン流量
及びポンプ送水量の少なくとも１つが調節される。これによって、実際の水質に応じてオ
ゾン量を適切に制御することができ、より効率の良い運転が可能となる。
　なお、原水センサ３１の検出値及び処理水センサ３２の両方を利用する構成に限らず、
原水センサ３１の検出値及び処理水センサ３２の検出値の何れか一方の値に基づいてオゾ
ン濃度、オゾン流量及びポンプ送水量の少なくとも１つを調節する構成や、反応槽７の内
部の水質を測定するセンサを反応槽水質検出部として配置し、反応槽７内部の水質に基づ
いてオゾン濃度、オゾン流量及びポンプ送水量の少なくとも１つを調節する構成や、反応
槽７の水質の検出結果を上記原水の水質の検出結果や処理水の水質の検出結果と組み合わ
せる構成等、事情に応じて適宜変更することができる。
【００８７】
　また、処理水が操作圧力１ＭＰａ以下の逆浸透ろ過膜２３又は洗浄水ろ過部１０５にて
処理される。これによって、処理水の水質を更に向上させることができるので、系外への
放流又は便器洗浄水としての利用等、処理水の適用範囲を広げることができる。
【００８８】
　仮設トイレユニット１００の装置全体を一体型とし、トラック荷台に積み込み可能な形
状及び重量に構成されている。循環処理又はバッチ処理によって反応槽７の大型化を回避
でき、仮設トイレユニット１００のコンパクト化を実現できる。
【００８９】
　仮設トイレユニット１００は、仮設トイレを備え、処理水排出部７７からの処理水を仮
設トイレ１２の便器洗浄に利用可能に構成される。これによって、便器洗浄水を処理して
再利用できるので、可搬性を維持しつつ、仮設トイレ１２を水洗トイレ化することができ
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る。
【００９０】
　仮設トイレユニット１００は、反応槽７に送る原水を貯留する原水槽１６と、原水槽１
６に送られる前の原水をろ過するソックスフィルタ１５５と、を備える。これによって、
ソックスフィルタ１５５によって異物が除去された原水が貯留される原水槽１６から原水
を反応槽７に送ることができるので、循環処理やバッチ処理の際の待機時間に原水を原水
槽１６にバッファさせることができる。
【００９１】
　次に、第１実施形態の仮設トイレユニット１００に適用される反応槽７及びノズル機構
３の構造例について図３及び図４を参照して説明する。図３は、本実施形態の仮設トイレ
ユニット１００に用いられる反応槽７の構造を示す図である。図４は、本発明の一実施形
態である仮設トイレユニット１００の構造図である。
【００９２】
＜反応槽の構造例＞
　図３には、本発明の汚水処理装置としての仮設トイレユニット１００が備える反応槽７
の構造例が示される。図３に示される反応槽７は、その材質がオゾンに耐性のある材料、
例えばステンレス製となっており、その容量は０．０６～１．０ｍ３である。図３に示す
ように、反応槽７の中央部は、直径０．４ｍ、高さ０．７ｍの円筒状に構成される。また
、反応槽７の中央部には、のぞき窓７８が円筒の周面に２箇所設けられ、反応槽７内部の
状況を目視確認できるようになっている。のぞき窓７８の直径は０.３ｍに設定されてい
る。また、反応槽７の中央部の下側及び上側は、いずれも略円錐状のコーン形状となって
いる。また、気相部７３の近傍に、外部に続く連通管７１０を設け、水位を外部から監視
できる構造とすることが有効な手段である。 管路延長部１１０にはサンプルコック２８
が配置されている。
【００９３】
＜ノズル機構の構造例＞
　ところで、ノズル径について安全性、経済性、処理性能の観点から、現時点の技術レベ
ルで経済性にあったものを選定しているが、気泡径は小さければ小さいほど処理性能は良
くなることが分かっている。オゾン気泡径１０ミクロン以下であれば、従来技術と比べて
有利になるが、１ミクロンのノズルと１０ミクロンのノズルを併用することにより、１ミ
クロンのノズルが詰まっても、１０ミクロンのノズルが詰まるまでには時間を要すること
が実験により判明したため、径の違うものを複数本用意することで、更に、処理の安定を
図ることが可能となる。１０ミクロン以下の複数種類の穴径を有する組み合わせも可能で
ある。例えば、気孔径１０ミクロン仕様を５本、気孔径３ミクロン仕様を５本等、適宜、
液の性状や目標水質に応じて組み合わせることにより、穴詰まりを防ぎ、性能のばらつき
に 対応することが可能になる。更に、ノズル機構３の取付け方向も、水平方向と垂直方
向の組み合わせも可能であり、目詰まり防止と、均一な気泡の発生を可能にする。
【００９４】
　図５は、本発明の一実施形態である仮設トイレユニット１００に用いられるノズル機構
の構造図である。図５に例示されるノズル機構３は、セラミック散気管３１０（直径２０
ｍｍ長さ１５０ｍｍ）、気孔径１０ミクロン仕様を水平方向に２本設置し、ＳＰＧ散気管
３２０（直径１０ｍｍ長さ２００ｍｍ）、気孔径３ミクロン仕様を６本鉛直方向に上向き
に設置される。オゾン気泡がノズルごとに吐出部位ごとに水深が少しずつ異なるように設
置することで、水中に吐出するときのオゾン吐出圧が変化するので、目詰まり防止に効果
がある。
【００９５】
　この構造例のノズル機構３では、複数本のセラミック製ノズル及びＳＰＧ（Ｓｈｉｒａ
ｓｕ　Ｐｏｒｏｕｓ　Ｇｌａｓｓ)膜製ノズルの両方を組み合せて構成される。セラミッ
ク製ノズルとＳＰＧ膜製ノズルを併用することで、膜表面の濡れ性や表面エネルギーの違
いにより、汚れに起因する閉塞への対応を効果的にできる。即ち、セラミック製ノズルと
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ＳＰＧ膜製ノズルを併用することにより、より一層性能を安定化させることができる。
【００９６】
　また、本構造例では、ノズル機構３から送り出されるオゾン気泡のサイズ及びオゾン気
泡が吐出される方向を異ならせることができ、反応槽７の内部でオゾン気泡が撹拌されて
より一層高い洗浄性能を獲得することができる。
【００９７】
＜可搬式仮設トイレ＞
　図４に示すように、反応槽７の周辺機器を可能な限り一体に組み込み、トラック荷台に
積み込んだ状態で、道路交通法に準拠し、公道を走行可能な寸法、重量とする可搬式仮設
トイレユニットとすることで、移動後組立作業を最小限に抑えることが可能になり、利便
性が高められる。本ユニットには、制御部９０が内蔵される制御盤２７も含まれる。実施
例に示す仮設ユニットは、４トントラックの荷台に積み込み可能な設計となっている。
【００９８】
＜第２実施形態の仮設トイレユニットの全体構成＞
　図６は、第２実施形態の仮設トイレユニット２００のフロー図である。なお、以下の説
明において上記実施形態と同様の構成については同じ符号を付してその説明を省略するこ
とがある。
【００９９】
　第２実施形態では、原水ポンプ１８に微細気泡供給ターボ機構を有するポンプを用いて
いる。この原水ポンプ１８が、第１オゾン供給手段としてのオゾン供給装置２に加えて第
２オゾン供給手段として機能する。
【０１００】
　微細気泡供給ターボ機構を有するポンプは吸引ポンプであり、原水槽１６から反応槽７
に原水を移送する原水ポンプ１８である。第２実施形態では、オゾンをオゾン供給装置２
から原水ポンプ１８に供給する配管としてオゾン供給管２１１が接続される。このオゾン
供給管２１１を通じてオゾン発生装置５（オゾン供給装置２）からオゾンが原水ポンプ１
８に供給される。原水ポンプ１８は、その内部でナノサイズ（数ナノメートル）の気泡を
発生することが可能であり、オゾン酸化処理の高性能化を実現可能なものが用いられる。
例えば、ニクニ製インバーター制御の渦流ターボミキサーポンプ（ＫＴＭ25ＮＤ15ＺＥ）
、ＡＣ２００Ｖ、１．５Ｋｗが第２実施形態の原水ポンプ１８として用いることができる
。
【０１０１】
　第２実施形態では、第１オゾン供給手段としてのオゾン供給装置２からノズル機構３を
介して反応槽７に供給されるオゾン気泡はマイクロレベルであり、原水ポンプ１８から反
応槽７に送られるキャビテーションを利用したオゾン気泡はナノレベルとなっており、気
泡のサイズが異なるように構成されている。このように、オゾン気泡のサイズを異ならせ
ることにより、オゾン気泡による汚水の処理をより効果的に行うことができる。
【０１０２】
　更に、オゾン供給装置２から供給されるオゾン気泡においても、＜ノズル機構の構造例
＞で示したように、オゾン気泡を生じさせる径を異ならせることにより、オゾン気泡のサ
イズの多様性をより向上させることができ、種々のサイズのオゾン気泡によって洗浄効果
をより一層高めることができる。即ち、原水ポンプ１８（渦流ターボミキサーポンプ）の
キャビテーションによるナノレベルのオゾン気泡と、ノズル機構３（セラミック散気管３
１０及びＳＰＧ散気管３２０）による異なる径のマイクロレベルのオゾン気泡と、組み合
わされることによって、オゾン気泡のサイズの多様性がより一層確保され、汚水処理の洗
浄効果をより一層高めることができる。
【０１０３】
　以上説明した第２実施形態によれば、以下のような効果を奏する。
　第２実施形態のオゾン供給手段は、反応槽７にオゾン気泡を供給する第１オゾン供給手
段としてのオゾン供給装置２と、反応槽７よりも上流側において、原水供給ライン１８１
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を流通する水にオゾン気泡を供給する第２オゾン供給手段としての原水ポンプ１８と、を
備える。これにより、オゾン発生装置５（オゾン供給装置２）からオゾンの供給を受けて
超微細気泡（気泡径１ミクロン以下）を発生させて、オゾン酸化作用を強化することが可
能である。実際に汚水供給量を１～１５L／分で運転し、良好な結果を得た。
【０１０４】
　また、第２実施形態では、第２供給手段としての原水ポンプ１８は、吸引ポンプであり
、オゾン気泡と共に原水を前記反応槽に送り込むように構成される。これによって、反応
槽７の手前でオゾンを原水に注入でき、オゾンと共に反応槽７に原水が送り込まれること
になるので、処理効率を更に向上させることができる。
【０１０５】
　原水ポンプ１８は、微細気泡供給ターボ機構を有する。これによって、キャビテーショ
ンを利用することで、ナノレベルのオゾン気泡を生じさせることができ、より一層オゾン
酸化作用を強化することができる。
【０１０６】
＜第３実施形態の仮設トイレユニットの全体構成＞
　図７は、第３実施形態の仮設トイレユニット３００のフロー図である。第３実施形態で
は、反応槽７に供給される原水をバッチ処理によって汚水処理を行う点が上記実施形態と
異なっている。
【０１０７】
　第３実施形態の仮設トイレユニット３００は、反応槽７に所定量の原水を送り込んだ状
態で原水ポンプ１８の駆動を停止し、オゾン供給装置２によるオゾンの供給を開始する。
オゾン供給装置２によるオゾンの供給は、汚水処理が完了するまで継続される。バッチ処
理の完了タイミングは、第１実施形態の＜バッチ運転制御＞と同様に、時間、水質、残留
オゾン濃度又はこれらの組み合せ等に基づいて判定することができる。第３実施形態にお
いても、第１実施形態で説明した＜オゾン供給量制御＞を行いつつバッチ処理が行われる
。これにより、バッチ処理によってオゾンをある程度の時間供給する場合であっても、オ
ゾンが過剰に供給される事態を確実に防止することができる。
【０１０８】
　バッチ処理が完了すると、反応槽７の内部に連通する処理水配管３０９を通じて処理水
槽１０に処理水を送る。本実施形態では、重力を利用して処理水を処理水槽１０に送る。
処理水配管３０９に電磁バルブを配置し、制御部９０によって電磁バルブの開閉を行う構
成としてもよい。なお、処理水を処理水槽１０に送る構成としてポンプを配置し、ポンプ
を利用して処理水を圧送する構成や、第１実施形態と同様にオーバーフローを利用して所
定量、処理水槽１０に送る構成等にすることもできる。バッチ処理によって反応槽７の大
型化を回避することができ、装置構成の可搬性及びコンパクト化が実現される。
【０１０９】
＜第４実施形態の汚水処理装置の全体構成＞
　次に仮設トイレ以外に本発明を適用した例について説明する。図８は、本発明の一実施
形態に係る汚水処理装置５００のフロー図である。図８に示す汚水処理装置５００は、仮
設トイレ以外の汚水、例えばシャワー等の汚水を処理するためのものである。第１実施形
態とは、仮設トイレ１２等のトイレに関わる構成が省略されている点が異なっている。第
４実施形態においても循環処理運転及びバッチ処理を実行できるように構成される。なお
、循環処理運転のみを行うようにしてもよいし、バッチ処理のみを行う構成としてもよい
。何れの場合においても、コンパクトに構成できて可搬性に優れた汚水処理装置を実現す
ることができる。
【０１１０】
　本技術では、１５～８０ｐｐｍのオゾン濃度で運転することが経済性、安全性と処理性
能面からみて望ましいが、経済性、安全性が担保できれば、必ずしもオゾン濃度は上限を
定める必要はなく、オゾン濃度は高ければ高いほど短時間で処理が可能となる。
【０１１１】
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　以上説明した実施形態は、何れも、設置後、短期間に定格運転可能で、一定の水質基準
を達成し、高効率に汚水を浄化する機能を有する汚水処理装置である。そして、本発明の
一実施形態としてオゾン水による殺菌・消臭機能を有する水洗トイレ化を可能とする仮設
トイレユニットとして適用することもできる。
　また、上記実施形態では、汚水として、し尿を中心とした有機系の排水処理を例に説明
したが、これに限られず、有機系染料の汚水を処理する汚水処理装置等にも本発明を適用
できる。例えば、オゾン酸化による脱色や、ＢＯＤ（ＢＩＯＣＨＥＭＩＣＡＬ　ＯＸＹＧ
ＥＮ　ＤＥＭＡＮＤ）、ＣＯＤ（ＣＨＥＭＩＣＡＬ　ＯＸＹＧＥＮ　ＤＥＭＡＮＤ）の除
去等に本発明の汚水処理装置を適用することができる。このように本発明は、種々の汚水
を高効率に処理でき、産業上の利用可能性を有するものである。
【０１１２】
　また、上記実施形態から、少なくとも仮設トイレユニットにおいて、以下の技術思想を
把握することができる。
　（１）仮設トイレユニットは、オゾン濃度１５ｐｐｍ以上のオゾンを供給できるオゾン
供給装置と、下部に直径１０μｍ以下のオゾン気泡を発生できるノズル機構と汚水流入部
を有し、上部に大気開放部と処理水排出部を有する密閉型反応槽とを備えることを特徴と
する。
　（２）（１）の構成において、前記密閉型反応槽上部の前記大気開放部に続く管路延長
部に、オゾン分解触媒部とオゾン濃度測定部を有することを特徴とする。
　（３）（２）の構成において、前記オゾン分解触媒部の前にオゾン濃度を測定するオゾ
ンセンサを設け、オゾン濃度の値に応じて予め定めたオゾン供給量に制御することを特徴
とする。
　（４）（２）又は（３）の構成において、前記オゾン供給装置に酸素を供給する配管部
に流量可変バルブを設け、前記オゾン分解触媒部の前にオゾン濃度を測定するオゾンセン
サを設け、流量可変バルブを前記オゾン分解触媒部の前のオゾン濃度の値に応じて予め定
めた開度に制御することを特徴とする。
　（５）（１）から（４）の何れかの構成において、前記密閉型反応槽下部の前記汚水流
入部の前配管路部に、１０μｍ以上の固形物を除去可能なフィルタを設けたことを特徴と
する。
　（６）（１）から（５）の何れかの構成において、前記密閉型反応槽下部の前記汚水流
入部に、微細気泡供給ターボ機構を有するポンプから汚水を供給することを特徴とする。
　（７）（１）から（６）の何れかの構成において、前記処理水排出部の後に処理水を溜
める処理水槽を設けて、当該処理水の一部を前記密閉型反応槽に戻すことを可能とするこ
とを特徴とする。
　（８）（１）から（７）の何れかの構成において、配管経路内に原水の水質を測定でき
る計器を設け、水質の数値に応じて、オゾン濃度及びオゾン流量、ポンプ送水量を制御す
ることを特徴とする。
　（９）（１）から（８）の何れかの構成において、前記処理水排出部からの処理水を仮
設トイレの便器洗浄に利用可能とすることを特徴とする。
　（１０）（１）から（９）の何れかの構成において、前記処理水排出部からの処理水を
、操作圧力１ＭPa以下の逆浸透ろ過膜にて処理することを特徴とする。
　（１１）（１）から（１０）の何れかの構成において、装置全体を一体型とし、トラッ
ク荷台に積み込み可能な形状及び重量に構成することで可搬式にしたことを特徴とする。
【符号の説明】
【０１１３】
　１　残留オゾン
　２　オゾン供給装置（オゾン供給手段）
　３　ノズル機構
　３１０　セラミック散気管
　３２０　ＳＰＧ散気管
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　４　酸素発生装置
　５　オゾン発生装置
　６　流量可変バルブ
　７　反応槽（閉鎖型の反応槽）
　７１　反応槽下部
　７２　反応槽上部
　７３　気相部
　７４　汚水流入部
　７５　オゾン分解触媒部
　７６　排出オゾン濃度測定センサ（オゾン濃度測定部）
　７７　処理水排出部
　７８　のぞき窓
　７９　連通口
　７１０　連通管
　８　オゾン微細気泡
　９　処理水配管
　１０　処理水槽（貯留槽）
　１０１　処理水ポンプ
　１１　便器洗浄水管
　１２　仮設トイレ
　１３　水洗便器
　１４　水タンク
　１５　トイレポンプ
　１５１　トイレポンプ配管
　１５５　ソックスフィルタ
　１６　原水槽
　１７　フィルタ
　１８　原水ポンプ（吸引ポンプ）
　１８１　原水ポンプ配管（原水供給ライン）
　１９　排ガス
　２０　消泡剤投入口
　２１　投入オゾン濃度測定センサ
　２２　残留オゾン濃度測定センサ（オゾン濃度測定部）
　２３　逆浸透ろ過膜
　２４　放流ポンプ
　２５　切替弁
　２６　放流水管
　２７　制御盤
　２８　サンプリング用コック
　２９　水流量計
　３０　便器洗浄水管
　３１　原水センサ（水質検出部）
　３２　処理水センサ（水質検出部）
　３３　循環ポンプ
　１００　仮設トイレユニット（汚水処理装置）
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